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２Ｂ１３ 

 

日本の携帯電話メーカーの国際競争力喪失の軌跡 

～音楽サービスの事例とバリューネットワークによる分析～ 

 
○大塚孝之，宮崎久美子（東京工業大学） 

 
要旨 
 日本の携帯電話メーカーの国際競争力の低下が著しい。海外市場はもとより、日本国内市場においても海

外メーカーの携帯電話が大きく売り上げを伸ばしている。 携帯電話向け音楽サービスを題材にして、その

世代変化と、それぞれの世代に参画していたプレーヤーの特定と役割の認識、プレーヤー間で取引されてい

たものを定義することで、形成されていたバリューネットワーク分析を実施し、図式化した。分析の結果か

ら、日本の携帯電話メーカーが競争力を失っていく過程を読み解くことを試みた。   

 

１.背景 

  日本の携帯電話サービスの契約者数は，2007 年に

１億ユーザーを超えた。人口普及率は，2013 年 3 月

現在，106.2%である [1]。サービスの視点から振り

返ってみると，およそ 10年ごとに進化を繰り返して

きた。技術の進化も 10 年ごとのサービスの変化に前

後して大きな技術変化が導入されてきた。 

(表 1. 参照) 

 

表 1. 携帯電話サービスと技術の進化 

 
 

 特に，携帯電話端末がインターネットに接続され

たことによる，用途の変化は目覚ましいものがある。

携帯電話端末がインターネットへの接続が可能とな

ることにより，文字や画像を情報処理できるように

なると，携帯電話端末においてもコンテンツの閲覧

(ブラウジング)や電子メールの利用が飛躍的なスピ

ードで普及してきた。現在の日本においては，携帯

電話端末からのインターネット接続がコンピュータ

ーからの接続を上回っている [2]。 携帯電話端末

の機能の拡大も目覚ましいものがある。1999 年の画

面のカラー化，カメラの搭載に始まり，音楽やビデ

オなどのダウンロード，再生機能など，マルチメデ

ィアコンテンツへの対応が進んだ。位置情報を衛星

から取得する GPS 受信機能，電子コンパスなど，移

動する端末の性質を活用する装置の装備も進み，自

動車に搭載されているカーナビゲーションと同様の

サービスが提供されるまでになっている。携帯電話

サービスは端末の高度化と合わせて進化してきた。

サービスの進化の過程で家電，音楽，出版，放送な

ど異業種からのプレーヤーの参画も得て，携帯電話

サービス全体として複雑なものとなっている。 

 モバイルインターネットの利用の普及に合わせ，

データ通信の利用も，拡大してきた。加入者一人当

たりの収益(ARPU)，音声とデータのサービス総 ARPU，

音声サービス ARPU 単独では，減少傾向であるが，デ

ータ接続による ARPU は継続的に伸びている。データ

接続サービス市場拡大への通信事業者の投資は世界

的な傾向である。これは，携帯電話普及の進んだ国

においては加入者増による収益拡大が期待できない

からである。これに対して，データ接続サービスに

よる収益は，時間やデータ使用量の制限を超えるこ

とができるため，通信事業者の継続的な投資が行わ

れている。 

 このように，データ接続サービスの利用は，製品

技術の継続的な高度化により，携帯電話に限られた

限定的なサービスから始まり，現在では，音楽配信

やSNSなどインターネットでPCに提供されているサ

ービスとプラットフォームを共有するまでに進化し

ている。 

１-１.  国内携帯電話端末メーカーの競争力低

下と海外メーカーの躍進 

近年、上述のモバイルインターネットサービスの進

化と発展をけん引してきた日本の携帯電話端末メー

カー(以下国内メーカー)の国内のシェアの低下がみ

られる。その結果、携帯電話端末事業からの撤退も

複数起きている。これに対して、アップル、サムス

ンなどの海外携帯電話端末メーカー(以下海外メー

カー)のシェアが伸びている。この変化は 2008 年以

降に現れたスマートフォンの本格普及と呼応した動

きのように見受けられる。この動向は表 2.の 2008 年

と2012年のメーカーごとのシェアの差異に注目した
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図 1. バリューネットワーク分析のマッピング例 

 

３.ケース事例と分析結果 

３-１.i-mode 以前の音楽サービス  

３-１-１ メーカー主導による進化 -1996 年 

日本における携帯電話向けの音楽サービスは i-mode

が始まる以前に開始されていた。そのきっかけとな

ったのは着信音をユーザーが変更できる機能である。

これはメーカーの独自開発によるものである。他の

人と違うものを持ちたいというユーザーのニーズに

合致し広く支持された。音色は音階を持ったブザー

であった。メーカーはプリセットする曲数やレパー

トリーによって競争を展開した。データをハードウ

ェアに組み込むため時間的な制約があり、最新の楽

曲ではなかった。 

この制約を打ち破る端末が1996年デンソーによって

開発された。この端末では、ユーザーが新しいデー

タを打ち込むことを可能とした。これにより、プリ

セット以外の最新のレパートリーにも対応できるこ

ととなった。以後、同様の機能を搭載した端末が他

のメーカーによって発売をされた。 

 

デンソーは市場のニーズに対応し、技術イノベーシ

ョンを実践し、それにより、市場に新たなサービス

をもたらせることとなったと、筆者は分析した。 

３-１-２出版業界主導のサービスの拡大  

1996 年～ 

デンソーが実現したユーザーによるデータ登録機能

はメーカー独自の仕様であり、打ち込むデータは取

扱説明書の付属であった。 メーカー間の仕様は統

一されていなかった。 この状態を打ち破る新しい

取り組みが行われた。  

携帯電話向けの音楽サービスの始まりである。それ

は出版業界によりもたらされた。 出版社は、広く

普及した着信音の入力機能に対し、取扱説明書に掲

載されていない、さまざまな楽曲、そして新曲をメ

ーカーごとの入力方法に分けて掲載したものを専門

誌として発行した。これらは「着メロデータ」を掲

載した「着メロ本」と呼ばれ、 多くのユーザーに

支持された。着メロ本の出版元の一つである双葉社

では 1998-2001 年の 4 年間に 600 万部以上を販売し

た。 

図 2.「着メロ本」の例 

 
 

出版社は、音楽またはインターネットの事業者では

なかったが、「着メロ本」によって音楽サービスの中

心的な役割を果たした。「着メロ本」の周辺には、出

版にかかわる多様な業種がかかわっていた。それら

は、広告代理店、テクニカルライター、音楽著作権

団体などである。広告代理店は様々な製品の広告手

段として「着メロデータ」を活用した。例えばアイ

スクリームの蓋の裏に「着メロデータ」を付すなど

である。メーカー間で統一されていなかった入力方

法は、出版社と端末メーカーの協調によりいくつか

のグループにまでは統一され、「着メロデータ」の普

及を促進させた。 

 

端末メーカーと出版社は市場からの反応をサービス

の品質や製品の使い勝手への改良に生かした事例で

ある。 

ここで筆者は、端末メーカーと出版社の業界の枠を

超えた協調活動が、サービスのイノベーションをお

越し、また、それにより新たな技術イノベーション

を起こしたと分析した。 

３-１-３ バリューネットワーク分析結果 1 

分析結果によるマッピング結果を巻末の図4に示す。

この図では実線が有形の、点線が無形のやり取りを

示している。また、矢印はその方向を示している。

下記はこの図を基にした分析結果である。 

 出版社が中心となり音楽サービスが形成さ

れていた。 

 「着メロ」は楽譜データのため、著作件団体

への著作権料の支払いで完結していた。音楽

業界のコントロールは薄い。誰でもサービス

の提供が可能であった。 

 メーカーの独自開発を制限するサービス仕

様など、通信事業者によるコントロールはな
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かった。 

３-２.i-mode の音楽サービス  

1999 年～ 

３-２-１ 通信事業者主導の進化 

1999 年に始まった NTT docomo の i-mode サービスで

は「着メロ」の通信による配信が提供された[8] 

[19][20][21]。 

 

サービスによって提供される「着メロ」を再生する

端末の仕様は明確に文書化され、納入仕様としてメ

ーカーに要求がされた。どの事業者でも同様の手法

で端末の入手が行われた。仕様に適した部品が部品

メーカーによって開発され、事業者によって端末メ

ーカーにその部品の採用が推奨または指定された。 

３-２-２ サービスの均一化 

同じ仕様で開発された端末間にも再生品質の差異は

生じていた。スピーカーの種類や構成など様々な要

因があった。サービスは事業者のブランドで提供さ

れていたことから、再生品質の均一化が徹底された。 

今回の調査では 1 楽曲について 100 種類の異なるフ

ァイルを作成することで、端末間の差異を吸収して

いた事例も見られた。 

家電メーカーの CD プレーヤーは 1 種類の音楽 CD を

メーカーの特色を生かして再生をすることに注力し

差別化を図った再生プレーヤーの最適化が行われて

いたのに対し、メーカー間の特色を消すためのコン

テンツ最適化の仕組みが構築された。図 3.にそのイ

メージを示す。 

 

図 3. 音楽プレーヤーでの CD 再生と携帯電話で行わ

れたコンテンツ最適化のイメージ 

 

 
 

３-２-３  バリューネットワーク分析結果 2 

分析結果によるマッピング結果を巻末の図5に示す。

この図では実線が有形の、点線が無形のやり取りを

示している。また、矢印はその方向を示している。

下記はこの図を基にした分析結果である。 

 NTTdocomo が中心となり音楽サービスが形成

されていた。 

 「着メロ」は楽譜データのため、著作件団体

への著作権料の支払いで完結していた。音楽

業界のコントロールは薄い。誰でもサービス

の提供が可能であった。 

 メーカーの独自開発を制限するサービス仕様

が制定され、通信事業者が端末メーカーの技

術進化に影響を与えていたことが観察された。 

 端末(ハード)を補完するサービスの品質均一

化のため行われた端末の技術仕様管理が結果

として「モジュール化」を促進させ、端末間

の継続的競争や進化を維持するイノベーショ

ンの発生を阻害していた。これにより端末の

「コモディティー化」が進んだ。 

 端末の製造コストは高止まりしていたが、通

信費収益を基にした販売インセンティブなど

により、ユーザー価格は低く抑えられたが、

同じ仕様の端末の海外市場における競争力は

無かった。 

 端末メーカーは通信事業者の仕様に合わせた

開発が何世代にもわたって行われた結果、自

発的なイノベーションを起こすための企業内

体制が失われていった。 

 携帯電話と AV 機器の両方を扱っている企業

においては、それぞれのマーケティングや営

業担当者の陣容にも見て取れた。携帯電話の

事業部の陣容は通信事業者の対応に偏ってい

た。これは店頭でメーカー独自の活動を規制

している通信事業者の影響を受けていたもの

と推察される。 

３-３.インターネットの音楽サービス  

2008 年～ 

３-３-１ スマートフォンによるインターネッ

トサービスと携帯サービスの融合 

データ通信速度が高まると、提供される音楽サービ

ス用の楽曲データサイズを大きくすることが可能と

なった。それにより、提供されるサービスはパソコ

ンに提供されていたものと同質のものを提供するこ

とが可能となった。 また、端末の性能も格段に向

上し、パソコン向けの音楽データをそのまま再生す

ることも可能となった。2008 年に米国アップル社の

iPhone が発売され、この発売を契機にスマートフォ

ンの普及が始まった。 スマートフォンではハード

ウェアに搭載されている機能を補完するアプリケー

ションをダウンロードすることが可能となり、サー

ビスプラットフォームの構築に柔軟性が与えられた。 

スマートフォンの開発は海外の端末メーカーが先行

していた。全世界の市場への製品供給をしているス

ケールメリットから価格競争力もある。国内のメー

カーは後塵を喫し、主要な部品の調達にも苦渋して

いた。 

2008 年以降のスマートフォンの台頭を境に、携帯電

話に向けた独自サービスが衰退し始め、インターネ

ットサービスと携帯サービスの明確な区分けが薄れ
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てきた。インターネットサービス提供者は通信事業

者からサービスの仕様制限を受けることなく、継続

的なサービスのイノベーションを起こし続け、ユー

ザーの支持を得ていくことになった。 

３-３-２ 音楽サービス業界主導のサービスの 

拡大 

音楽のサービスにもインターネットサービスの

ルールが携帯電話に持ち込まれると、サービスの

進化の主導権は音楽レコード業界に移っていた。

端末の仕様もパソコン向けの楽曲データがそのま

ま再生できることから、著作権管理のルールや課

金方法などサービスの収益創出の軸となる要素も

音楽レコード業界が中心となって定められていっ

た。  

３-３-１  バリューネットワーク分析結果 3 

分析結果によるマッピング結果を巻末の図 6 に

示す。この図では実線が有形の、点線が無形のや

り取りを示している。また、矢印はその方向を示

している。下記はこの図を基にした分析結果であ

る。 

 音楽レコード業界は独自のバリューネットワ

ークを形成してきた、携帯電話の音楽サービ

スとは別の外部のバリューネットワークであ

ったが、インターネットサービスの拡大によ

り、携帯電話のサービスに対して影響力が大

きくなった。 

 CD と同様な完全な音楽データのサービスでは、

「着メロ」の楽譜データと異なり、様々な著

作権者がかかわってくる。これも、音楽業界

のコントロールが強くなる要因である。権利

者との事前合意なしにはサービスの提供がで

きないことから、おのずとサービスの提供者

が限られていった。 

 アプリケーションダウンロードやコンテン

ツの提供サービスを展開するプラットフォ

ームの主導権は通信事業者からアップル社、

グーグル社、フェイスブック社などインタ

ーネットサービスを展開しているプレーヤ

ーに移り分散される傾向が見て取れ。 

 携帯電話向けのインターネットサービスの

拡大に伴い、メーカーの独自開発を制限する

サービス仕様など、通信事業者によるコント

ロールは弱まっている。 

 メーカーの独自の製品やサービスの開発にお

けるイノベーションは起こしやすくなってき

た。 

 日本のメーカーは過去 10 年にわたる事業者

の仕様を受け取り開発する体質からの脱却を

しようとしているが、マーケティングやセー

ルスの現場と製品開発サイクルを有機的に結

合する組織体制の確立が進んでいない。 

４.推察:  

 国内メーカーの競争力の低下は次のような要因

によって引き起こされたものと推察をする。 

① 事業者仕様による機能の画一化 

② サービス品質の均一化によるモジュー

ル化効果の促進が生んだ日本市場での

コモディティー化、「サービスプラット

フォームによるタイムマシン効果によ

るコモディティー化」によって開発投資

回収が制限されたことによる負の循環 

③ 市場情報からの隔絶によるマーケティ

ング活動の停止 

④ 製品開発におけるイノベーションサイ

クルの不全 

⑤ 国際競争力の低下 

５.研究の制限と今後の研究課 

 今回の研究は音楽サービスの変遷にのみ注

目したものである。このことから推察結果に

対する立証が不十分である。 

 ゲーム、ビデオ、書籍など、同様に技術やサ

ービスの提供方法の世代による変遷をたど

った検証も可能であると考える。 

 成功事例の検証がされていない。同じメーカ

ーが携帯電話とは異なる製品分野では国内、

海外においても競争力を維持している成功

事例の検証によって、今回の事例と異なる点

の発見があるかもしれない。電気製品以外の

海外における成功事例の検証も対象となり

える。カメラ、自動車、バイクなど。 

 海外メーカーが日本市場で成功したケース

の分析も必要である。市場からの情報の活用

方法、市場への参画手法、リーダーシップな

どの視点での分析は興味深い。 

 コモディティー化が促進された結果、イノベ

ーションを起こす力を損失があったのか定

量的な測定がされていない。特許件数や社外

技術発表活動の変化などで測定が可能かも

しれない。 

 サービスプラットフォームのような外部要

因の差異によって時間軸が圧縮、または新調

されコモディティー化するタイミングに変

化を生じた事例の研究を進めたいと考える。 
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図 4. 1996 年～ 紙媒体による音楽サービスの分析結果 

 

図 5. 1999 年～ i-mode による音楽サービスの分析結果 

 

図 6.  2008 年～ インターネットによる音楽サービスの分析結果 
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